
論文 繊維補強セメント系複合材料のせん断伝達モデルに関する解析的研

究 
 

上田 尚史*1・Phamavanh Kongkeo*2 

 

要旨：本研究では，繊維補強セメント系複合材料（FRCC）のせん断伝達モデルについて，ひび割れ面におけ

る繊維の架橋効果の影響を力学的に考慮することで構築した。また，提案したせん断伝達モデルを用いて，

繊維の架橋効果が FRCC のせん断伝達挙動に及ぼす影響について解析的な検討を行った。その結果，繊維混

入によるせん断応力の増加や，繊維の種類や混入率の違いによるせん断伝達挙動の変化等を定性的に評価で

きることを示した。 
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1. はじめに 

繊維補強セメント系複合材料（以下，FRCC とする）

は，繊維の架橋効果により引張応力下において荷重を保

持する性能を有しており，コンクリートの脆性挙動を改

善した材料として位置づけることができる。さらに近年

では，高強度化や高靱性化など，従来のコンクリートと

は力学的に大きく異なる特徴を持った材料が開発されて

いる。これらの FRCC を構造部材として適切に利用する

ことができれば，合理的な構造設計に寄与できるものと

考えられる。 

FRCC の構造部材への適用を考えた場合，せん断破壊

挙動に対する配慮が重要となる。土木学会においては，

これまで各種 FRCC を対象としたせん断耐力評価式 1), 2), 

3)が提案されているが，適用範囲が限定されており必ず

しも一般性のあるものではない。また，それらせん断耐

力評価式は，斜め引張破壊をするはり部材を対象とした

ものであるが，その他の構造部材の挙動や破壊挙動を評

価するためには，有限要素法などによる数値解析による

評価ができることが望ましい。 

これまでに，有限要素解析により FRCC のせん断挙動

を評価した研究事例はあるものの，ひび割れ面のせん断

伝達モデルに対する検討は，必ずしも十分ではないと考

えられる。例えば米澤ら 4)は，HPFRCC はりのせん断破

壊挙動の評価において，せん断補強鉄筋を有さない場合

には，せん断伝達モデルを考慮しないことで実験結果を

良好に再現できるとしている。また，Zhang ら 5)は，ひ

ずみ硬化型セメント系材料を用いたはりのせん断破壊挙

動の評価において，ひび割れ面形状を考慮することで，

せん断伝達を小さくするとともに，ひずみ硬化域におけ

るひび割れ分散性とひずみ軟化域におけるひび割れの局

所化を考慮したモデルを提案している。ひび割れの分散

性と局所化に対するモデル化を考慮することで，ひずみ

硬化型セメント系材料を用いたはりのせん断破壊挙動を

概ね妥当に評価できるとしている。しかし，米澤らや

Zhang らの研究では，それぞれの FRCC における骨材の

かみ合わせが期待できない現象は考慮しているものの，

繊維がせん断伝達挙動に及ぼす影響については言及され

ていない。 

また，Suryanto ら 6)は，R/ECC のせん断伝達モデルと

して，せん断強度を普通コンクリートの 0.25 倍とするこ

とでひび割れ面が平滑になる現象を考慮するとともに，

せん断応力－ひずみ関係において軟化挙動をモデル化す

ることで，ひび割れ面における繊維の引張抵抗を考慮し

ている。しかしながら，Suryanto らのモデルは実験結果

を参考にしてパラメータを同定したものであり，一般性

のあるモデルであるとはいえない。 

以上のように，ひび割れ面に存在する繊維は，せん断

伝達挙動に対して影響を及ぼすと考えられているものの，

その影響を力学機構に基づいて取り入れたせん断伝達モ

デルは少ないのが現状である。本研究では，ひび割れ面

における繊維の引張抵抗を直接モデル化したせん断伝達

モデルについて，その基本的な考え方を提示するととも

に，繊維やマトリクスの異なる FRCC のせん断伝達挙動

について，解析的な検討を行った。 

 

2. 繊維の影響を考慮したせん断伝達モデル 

2.1 格子等価連続体モデル 

繊維の影響を考慮したせん断伝達モデルの構築にあ

たり，本研究ではコンクリートの構成モデルとして格子

等価連続体モデル 7)を採用した。 

格子等価連続体モデルは，コンクリートと補強筋によ

る耐荷機構をモデル化した Main Lattice 成分と，ひび割

れ面におけるせん断伝達機構をモデル化した Shear 

Lattice 成分を，ひび割れ面座標系に想定することにより
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構築するものである。なお，本構成モデルの定式化等の

詳細については，参考文献 7)を参照されたい。 

2.2 ひび割れ面におけるせん断伝達モデル 

格子等価連続体モデルでは，図－1 に示すようにひび

割れ面をモデル化し，せん断変位δおよびひび割れ幅 w

の変化に伴うひび割れ面の凹凸の接触という観点から，

せん断伝達モデルを構築している 7)。 

ひび割れ面の凹凸の接触により発生する応力は，接触

面に垂直な方向（図－1中の S1と S2方向）に Shear Lattice

を想定することで算定される。 

Si
shi

Si ε
ε

E
σ 




                           (1) 

ここで， Siσ および Siε は，それぞれ Shear Lattice にお

ける応力増分およびひずみ増分であり， εEshi  は，Shear 

Lattice の接線剛性である。ただし，添え字 i は i=1，2 で

ある。このとき，Shear Lattice の応力－ひずみ関係は圧

縮に対して完全弾塑性モデルとして，引張に対しては応

力を負担しないものとしてモデル化される。ただし，損

傷を受けたコンクリートにおけるせん断伝達性能の低下

を考慮するために，Shear Lattice の剛性は，過去に経験

した最大ひび割れ幅の大きさにより低減するものとして

おり，図－2 に示すせん断剛性低下率が考慮されている。 

また，本せん断伝達モデルでは，ひび割れ面における

接触領域を考慮することでひび割れ幅の増加に伴うせん

断伝達の低下が表現される。すなわち，図－1 に示すひ

び割れ面の凹凸の高さHよりもひび割れ幅wが大きい場

合には，せん断変形が生じてもせん断伝達しない。接触

面領域は，図－3 に示すようにひび割れ幅の開閉により

線形的に変化するようにモデル化されている。 

上述したように，本せん断伝達モデルにおいては，ひ

び割れ面の凹凸の高さHとひび割れ面の傾斜角θがパラ

メータとなる。既往の研究 8)から，普通コンクリートに

対しては，ひび割れ面の凹凸の高さ H は粗骨材最大寸法

の半径として，ひび割れ面におけるひび割れ傾斜角θは，

50°としてモデル化される。また，高強度コンクリート

に対しては，コンクリートの骨材自体が割裂することが

考慮され，ひび割れ面の凹凸の高さ H およびひび割れ面

傾斜角は，それぞれ 2.5mm と 35°としてモデル化され

る。 

2.3 ひび割れ面における繊維の影響のモデル化 

(1) Shear Lattice における繊維の架橋力の考慮と定式

化 

前述のように，ひび割れ面におけるせん断伝達は，せ

ん断変位応力に伴う凹凸の接触により生じるものと仮定

している。一方，繊維が混入した場合においては，ひび

割れ面のせん断変位に対して，繊維の架橋力によりせん

断応力が生じることが考えられる。そこで本研究では，

ひび割れ面における繊維の架橋効果を，図－4 に示すよ

うにひび割れ面の凹凸が離れる際の引張抵抗力として考

慮することとした。すなわち，Shear Lattice において引

張応力を評価することにより繊維の架橋力は考慮される。 

一般に，繊維の架橋力においては，繊維とマトリクス

の付着挙動の影響が大きい。そこで，繊維の架橋力は，

繊維とマトリクスの付着応力－すべり関係を Shear 

Lattice に仮定することで考慮する。すなわち，式(1)は次

式のように修正される。 

 

図－1 ひび割れ面のモデル化 図－2 せん断剛性低下率 
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図－3 接触領域の変化 
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ここで， Siτ は付着応力増分， Sis はすべり増分であり，

sGshi  は付着応力－すべり関係の接線剛性である。添

え字 i は i=1，2 である。また，D および は繊維の直径

および長さであり，式(2)にあるように付着応力増分を繊

維軸方向に積分することで軸応力増分へ変換することと

なる。ただし，本研究では簡易的に繊維の埋込長は繊維

長 の 1/2 であるとし，また繊維軸方向に付着応力は等

しいものと仮定した。これらの仮定は実際の状況とは異

なると考えられるが，モデル構築上の簡便さから適用し

た。なお， Sis は要素の等価長さ eqL を用いて，次式で

算出される。 

eqSiSi Lεs                              (4) 

従来のモデルにおいては，Shear Lattice の応力は，座

標変換を経てひび割れ座標系（局所座標系）における直

応力とせん断応力に変換される 7)。一方，提案モデルに

おいては，ひび割れ開口に対する引張応力が二重に評価

されることを避けるために，式(2)から算出される Shear 

Lattice の応力はせん断応力のみに寄与するものと仮定し，

ひび割れ開口に伴う引張応力は Main Lattice により独立

に評価するものとした。 

(2) Shear lattice の付着応力－すべり関係 

近年，繊維の引抜き試験などにより繊維とマトリクス

の付着応力－すべり関係を明らかにする試みが行われて

いる。例えば，椿ら 9)は，鋼繊維をコンクリートの不連

続面に垂直に配置した供試体を用いた引抜試験を行い，

繊維 1 本あたりの引張力と引抜け変位の関係を実験的に

求めている。また国枝ら 10)は，はり要素と付着リンク要

素を用いた解析を行うことで，PVA 繊維ならびに PE 繊

維のそれぞれに対して，繊維 1 本の付着応力－すべり関

係を同定している。 

本研究では，これらの知見を参考にして，繊維 1 本の

引抜き試験から得られた付着応力－すべり関係に対して，

ひび割れ面に存在する繊維量を乗ずることで，Shear 

Lattice に用いる付着応力－すべり関係を仮定した。ひび

割れ面に存在する繊維量に相当する面積率 Af は，繊維が

一様に分散していると仮定すれば，繊維混入率 Vf を用い

て次式のように表される。 

32)( ff VA                                 (5) 

したがって，Shear Lattice の付着剛性ならびに付着応

力は次式の通り求められる。 

s
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 32)(                  (6) 

τVτAτ ffshi  32)(                    (7) 

ここに， τ ならびに sG  は，それぞれ繊維 1 本あたり

の付着応力増分ならびに付着剛性である。式(6)中の G も

含めて，繊維 1 本の付着応力－すべり関係は繊維種類や

繊維形状，あるいはマトリクス強度に依存するものであ

る。したがって，Shear Lattice に用いる付着応力－すべ

り関係も，FRCC に応じて異なったものとなる。繊維 1

本の付着応力－すべり関係の具体的なモデル化について

は，次章において示す。なお，FRCC の架橋力は，繊維

の配向性の影響を受けるとともに，配向角度を有するこ

とで繊維の付着特性は変化することが知られている 11)

が，せん断伝達挙動に対する影響の詳細は不明であるた

め，本研究ではそれらの影響については考慮しないこと

とした。ただし，繊維の配向が引張性能に及ぼす影響に

ついては，別途 Main Lattice で考慮することとなる。 

 

3. 提案モデルによる FRCC のせん断伝達特性の評価 

本章では，異なる付着特性を有する 2 種類の繊維を仮

定し，マトリクスがコンクリートあるいはモルタルの場

合のせん断伝達挙動について，2 章で提案したせん断伝

達モデルを用いた検討を行う。なお，粗骨材の有無によ

り，ひび割れ面における繊維の配置や配向は異なること

が考えられるが，その違いを定量的に表現することは必

ずしも容易ではないため，本検討ではコンクリート，モ

ルタルともに，同一の配置や配向であると仮定した。 

3.1 繊維 1 本の付着応力－すべり関係のモデル化 

繊維 1 本の付着応力－すべり関係は，式(8)に示す軟化
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図－5 繊維 1 本あたりの付着応力－すべり関係 

表－1 付着応力－すべり関係のパラメータ 

 
Gini 

（N/mm3）

τmax 

（N/mm2） 
β 

Model A 15.0 3.0 0.1 

Model B 30.0 6.0 1.0 
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挙動を含む 2 直線でモデル化することとし，図－5 およ

び表－1 に示すように異なる 2 つのモデル（Model A，

Model B）を仮定した。 









)(

)0(

max

max

sssGβ

sssG
τ

ini

ini                (8) 

ここで， iniG は初期付着剛性， βは軟化勾配に関する係

数である。また， maxs は付着強度 maxτ 時のすべりであり，

iniGτs maxmax  である。 

Model A は Model B のそれぞれの特徴は，Model A は

付着剛性や付着強度は小さいものの，付着強度以降に緩

やかに応力が低下するモデルであり，Model B は付着剛

性や付着強度は大きいものの，付着強度以降に急激に応

力が低下するモデルである。それぞれ，剛性や強度等に

ついては定量的な裏付けはないものの，Model A は緩や

かに引抜ける挙動を示す繊維（例えば鋼繊維）を，Model 

B は強固な付着力を有しているが比較的急激に応力が低

下する挙動を示す繊維（例えば PVA 短繊維）を想定して

いる。なお，以降の検討では，Model A，Model B ともに，

繊維長 30mm，繊維径 0.66mm の短繊維であると仮定し

て検討を行うものとする。 

3.2 繊維の架橋効果がせん断伝達挙動に及ぼす影響 

(1) 繊維補強コンクリートの場合 

マトリクスに普通コンクリートを用いた場合のせん

断伝達挙動について検討を行った。普通コンクリートの

材料特性には，圧縮強度 30N/mm2，引張強度 3.0N/mm2，

弾性係数 25.0×103N/mm2を仮定した。せん断伝達モデル

におけるパラメータ H およびθは，既往の研究を参考に

してそれぞれ 10mm および 50°とした。また，繊維の混

入率は 1.0％を仮定した。 

解析では，まず所定のひび割れ幅（初期ひび割れ幅，

0.1，0.2，0.3，0.4，0.5，1.0，2.0mm）となるまで引張力

を作用させた後，ひび割れ幅を一定とした状態でせん断

変位を与えた。 

図－6 に解析より得られたせん断応力－せん断変位関

係を示す。図中のせん断応力は普通コンクリートにおい

てひび割れ幅を 0.0mm と固定した際の最大せん断応力

で正規化している。図－6(a)に示すように，繊維がない

場合は，初期ひび割れ幅の増加に伴い，せん断応力が生

じるせん断変位は大きくなるとともに，せん断剛性が低

下する傾向となる。一方，繊維を混入した場合は，繊維

種類によりせん断伝達挙動が異なることがわかる。すな

わち，Model A では，初期ひび割れ幅 2.0mm の場合であ

っても，せん断変位初期から応力を負担するのに対して，

Model B では，初期ひび割れ幅 0.5mm 程度を超えると，

繊維なしの場合と同様のせん断伝達挙動となる。これに

は，それぞれのモデルにおける付着応力－すべり関係の

軟化勾配が影響しており，Model A においては，軟化勾

配が緩やかであるため，初期ひび割れ幅が大きい場合で

あっても繊維の架橋効果が有効となるのに対して，

Model B においては架橋効果が早期に失われているため

である。 

最大せん断応力に対しても，同様に説明することがで

きる。Model A においては，付着強度以降も応力を負担

できるため，初期ひび割れ幅 1.0mm の場合であっても，

繊維なしの場合よりも大きな最大せん断応力となる。一

方，Model B においては，繊維の付着応力が大きいため，

初期ひび割れ幅が 0.1mm 程度であれば，Model A よりも

大きなせん断応力を負担することができるものの，付着

応力が急激に低下するため，最大せん断応力以降は急激

にせん断応力が低下する結果となる。 

また，以上の結果から，本研究で提案したせん断伝達

モデルにおいては，繊維の付着応力－すべり関係に係わ

らず，繊維の架橋効果はせん断変位が小さい領域におい

てせん断伝達に影響を及ぼし，繊維の付着応力が 0 とな

って以降は，骨材のかみ合わせが支配的になることが確

認された。このようなひび割れ面におけるせん断伝達機

構は，既往の実験 12)で指摘されたものと定性的には同様

であるといえる。ただし，繊維の架橋効果が負担するせ

(a) 繊維なし (b) Model A (c) Model B 
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図－6 繊維補強コンクリートにおける繊維の架橋効果の影響（ひび割れ幅一定，繊維混入率 1.0％）

*図中の数字は，初期ひび割れ幅（mm）である。 

0.1 

0.1~0.5 

1.0 

2.0 

0.1~0.5 

1.0 

2.0 2.0 

0.2~0.5 

1.0 

-1120-



ん断応力の大きさなどについては，今後より詳細に検討

する必要がある。 

(2) 繊維補強モルタルの場合 

マトリクスにモルタルを用いた場合のせん断伝達挙

動について検討を行った。モルタルの材料特性は，前項

の普通コンクリートと同様であるとし，圧縮強度

30N/mm2，引張強度 3.0N/mm2，弾性係数 25.0×103N/mm2

を仮定した。また，せん断伝達モデルにおけるパラメー

タ H およびθは，既往の研究より高強度コンクリートの

それと同等であるとしていることから，それぞれ 2.5mm

および 35°とした。繊維の混入率は 1.0％を仮定した。 

図－7 に解析より得られたせん断応力－せん断変位関

係を示す。図中のせん断応力はモルタルにおいてひび割

れ幅を 0.0mm と固定した際の最大せん断応力で正規化

している。図より，前項の繊維補強コンクリートと同様

に，繊維の架橋効果により，Model A の方が，Model B

よりもせん断応力は大きくなる結果となった。 

ここで，マトリクスの違いにより，繊維の架橋効果が

せん断伝達にどの程度寄与しているのかについて検討す

る。図－8 に，せん断伝達に対する繊維の架橋効果の寄

与の一例として，Model A における繊維なしからのせん

断応力の増加量を示す。図より，繊維補強コンクリート

と比較して，繊維モルタルの場合方が繊維の架橋効果の

寄与分が小さく，その傾向は，初期ひび割れ幅が大きい

ほど顕著となっていることが確認できる。すなわち，本

研究で提案したモデルにおいては，繊維の架橋力による

せん断伝達は、繊維補強コンクリートの方が期待できる

ということになる。これは，提案したせん断伝達モデル

の特性上の，ひび割れ面の凹凸が滑らかになるほどせん

断伝達が小さくなるためである。この結果の妥当性につ

いては，実験等を通して十分に精査する必要があると考

えている。 

3.3 繊維量の違いによる繊維の架橋効果 

繊維混入率の違いにより，せん断伝達挙動がどの程度

変化するのかを確認するため，Model A を対象とした繊

維補強コンクリートにおいて，繊維混入率を 0.0，0.5，

1.0，1.5％と変化させた解析を行った。なお，初期ひび割

れ幅は，0.1，0.3，0.5mm として，前節と同様にひび割

れ幅を一定とした状態でせん断変位を与えた。 

図－9 に解析より得られたせん断応力－せん断変位関

係を示す。図中のせん断応力は，これまで同様にひび割

れ幅を 0.0mm と固定した際の最大せん断応力で正規化

している。初期ひび割れの大きさに係わらず，繊維混入

率が増加することで，せん断剛性やせん断応力が増加す

(a) 繊維補強コンクリート 

(b) Model A (c) Model B 

図－8 せん断伝達に対する繊維の架橋効果の寄与（Model A） 
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図－7 繊維補強モルタルにおける繊維の架橋効果の影響（ひび割れ幅一定，繊維混入率 1.0％） 
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る傾向が得られていることがわかる。このように，本研

究で提案したせん断伝達モデルでは，繊維混入率をパラ

メータとすることができるため，繊維量が増加した際の

せん断伝達挙動の変化を容易に評価することができる。

ただし，繊維量の増加に伴うせん断伝達の変化について

は，あくまでも定性的な評価であるため，今後はより定

量的な評価を行う必要がある。 

 

4. まとめ 

本研究では，ひび割れ面に存在する繊維の架橋効果に

着目し，力学機構に基づいた FRCC のせん断伝達モデル

を提案した。また，繊維やマトリクスの異なる FRCC の

せん断伝達挙動について解析的な検討を行った。その結

果，定性的ではあるものの，繊維混入によるせん断応力

の増加や，繊維の付着応力－すべり関係の違いや繊維混

入率の違いによりせん断伝達挙動が変化すること等，繊

維の架橋効果がせん断伝達に及ぼす影響を評価できるこ

とを示した。 

今後は，繊維の付着特性や FRCC の 1 面せん断伝達挙

動に対するより詳細な検討や定量的な評価などを行うこ

とで，構成モデルの高度化を行っていく予定である。 
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図－9 繊維混入率の異なる繊維補強コンクリートのせん断伝達挙動（Model A） 
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